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令和３年度答申第４７号 

                   令和３年１１月１９日 

 

諮問番号 令和３年度諮問第４１号（令和３年９月１５日諮問） 

審 査 庁 消費者庁長官 

事 件 名 特定商取引に関する法律７条１項に基づく指示に関する件 

 

答  申  書 

 

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。 

 

結     論 

 

本件審査請求のうち指示の取消しを求める部分は棄却すべきであ

るとの諮問に係る審査庁の判断は、妥当である。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

本件は、Ａ経済産業局長（以下「処分庁」という。）が、審査請求人Ｘ（以

下「審査請求人」という。）に対し、特定商取引に関する法律（昭和５１年法

律第５７号。以下「特定商取引法」という。）８条１項の規定に基づき、訪問

販売に関する業務の一部停止命令（以下「本件業務停止命令」という。）をす

るとともに、特定商取引法７条１項の規定に基づき、訪問販売に関する指示

（以下「本件指示」といい、本件業務停止命令と併せて「本件処分」という。）

をしたことから、審査請求人がこれらを不服として審査請求をした事案である。 

なお、消費者庁長官（以下「審査庁」という。）は、本件審査請求のうち本

件業務停止命令の取消しを求める部分については、業務の停止期間の経過によ

り審査請求の利益を欠くに至っているから、不適法であるとして、却下する裁

決をしている。したがって、本件諮問は、本件審査請求のうち本件指示の取消

しを求める部分についてされたものである。 

１ 関係する法令の定め 
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⑴ 訪問販売の定義 

特定商取引法２条１項１号は、販売業者が、営業所、代理店その他の主

務省令で定める場所（以下「営業所等」という。）以外の場所において、

売買契約の申込みを受け、又は売買契約を締結して行う商品の販売を「訪

問販売」というと規定している。 

これを受けて、特定商取引に関する法律施行規則（昭和５１年通商産業

省令第８９号。以下「特定商取引法施行規則」という。）１条は、上記の

「主務省令で定める場所」（営業所等）は、営業所、代理店、露店、屋台

店その他これらに類する店、以上の場所のほか、一定期間にわたり、商品

を陳列し、当該商品を販売する場所であって、店舗に類するもの及び自動

販売機その他の設備であって、当該設備により売買契約の締結が行われる

ものが設置されている場所とすると規定している。 

⑵ 訪問販売における販売勧誘目的の明示義務 

特定商取引法３条は、販売業者は、訪問販売をしようとするときは、そ

の勧誘に先立って、その相手方に対し、販売業者の氏名又は名称、売買契

約の締結について勧誘をする目的（以下「販売勧誘目的」という。）であ

る旨及び当該勧誘に係る商品の種類を明らかにしなければならないと規定

している。 

⑶ 迷惑勧誘行為の禁止と訪問販売に関する指示 

特定商取引法７条１項は、主務大臣は、販売業者が特定商取引法３条等

の規定に違反し、又は同項各号に掲げる行為をした場合において、訪問販

売に係る取引の公正及び購入者の利益が害されるおそれがあると認めると

きは、その販売業者に対し、当該違反又は当該行為の是正のための措置、

購入者の利益の保護を図るための措置その他の必要な措置をとるべきこと

を指示することができると規定し、同項５号には、訪問販売に関する行為

であって、訪問販売に係る取引の公正及び購入者の利益を害するおそれが

あるものとして主務省令で定めるものが掲げられている。 

これを受けて、特定商取引法施行規則７条は、上記の「主務省令で定め

るもの」は、次の各号に掲げるものとすると規定し、同条１号には、訪問

販売に係る売買契約の締結について迷惑を覚えさせるような仕方で勧誘を

すること（以下「迷惑勧誘行為」という。）が掲げられている。 

⑷ 訪問販売に関する業務の停止命令 

特定商取引法８条１項は、主務大臣は、販売業者が特定商取引法３条等
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の規定に違反し、又は前条１項各号に掲げる行為をした場合において、訪

問販売に係る取引の公正及び購入者の利益が著しく害されるおそれがある

と認めるときは、その販売業者に対し、２年以内の期間を限り、訪問販売

に関する業務の全部又は一部を停止すべきことを命ずることができると規

定している。 

⑸ 主務大臣の権限の委任 

  特定商取引法６７条３項は、商品に係る販売業者に関する事項等につい

ての主務大臣（同条１項１号）である内閣総理大臣は、その権限（消費者

庁の所掌に係るものに限る。）を消費者庁長官に委任すると規定し、特定

商取引法６９条３項は、消費者庁長官は、政令で定めるところにより、特

定商取引法６７条３項の規定により委任された権限の一部を経済産業局長

に委任することができると規定している。 

 これを受けて、特定商取引に関する法律施行令（昭和５１年政令第２９５

号）２０条２項１号は、特定商取引法６７条３項の規定により消費者庁長

官に委任された権限のうち、特定商取引法７条、８条等の規定による権限

で訪問販売に係る取引に関するものは、当該販売業者がその業務を行う区

域を管轄する経済産業局長に委任すると規定している。 

２ 事案の経緯 

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は、以下のとおりである。 

⑴ 審査請求人は、寝具（以下「本件商品」という。）の訪問販売を行って

いる株式会社であり、電話で訪問予約（アポイントメント）を取った上で

消費者の自宅を訪問し、営業所等以外の場所である消費者の自宅において

本件商品の売買契約を締結している。 

   （審査請求人の代表取締役Ｒの供述調書、「特定商取引法第８条第１項の規

定に基づく訪問販売に関する業務の停止命令及び同法第７条第１項の規定

に基づく訪問販売に関する指示について」と題する書面） 

⑵ 処分庁は、令和２年７月８日付けで、審査請求人に対し、特定商取引法

８条１項の規定に基づき、訪問販売に関する業務の一部を停止すべき旨の

命令をするとともに、特定商取引法７条１項の規定に基づき、訪問販売に

関する指示をすることを予定しているから、行政手続法（平成５年法律第

８８号）１３条１項２号の規定に基づき、これらの不利益処分に係る弁明

の機会（以下「本件弁明の機会」という。）を付与するとして、弁明書の

提出を依頼したところ、審査請求人は、同月２０日付けで、処分庁に対し、
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弁明書を提出した。  

   （「行政手続法第１３条第１項第２号の規定に基づく弁明の機会の付与につ 

   いて」と題する書面（以下「本件弁明の機会の付与の通知書」という。）、

弁明書） 

⑶ 処分庁は、審査請求人が、①消費者Ａ及び消費者Ｂの各自宅における本

件商品の訪問販売について特定商取引法３条（販売勧誘目的の明示義務）

に違反し、②消費者Ｂ、消費者Ｃ、消費者Ｄ及び消費者Ｅの各自宅におけ

る本件商品の訪問販売について特定商取引法７条１項５号及び特定商取引

法施行規則７条１号（迷惑勧誘行為の禁止）に違反した（以下これらの特

定商取引法違反行為を「本件各違反行為」という。）と認められるところ、

③過去に特定商取引法を遵守するよう累次にわたる行政指導を受け、業務

改善報告書を提出していたにもかかわらず、上記①及び②のとおり、引き

続き特定商取引法違反行為を繰り返しているから、特定商取引法７条１項

に規定する「訪問販売に係る取引の公正及び購入者（中略）の利益が害さ

れるおそれ」及び特定商取引法８条１項に規定する「訪問販売に係る取引

の公正及び購入者（中略）の利益が著しく害されるおそれ」があると認め

られるとして、令和２年７月３０日付けで、審査請求人に対し、次の内容

の処分（本件処分）をした。 

   ア 特定商取引法８条１項の規定に基づく訪問販売に関する業務の一部停止

命令（本件業務停止命令） 

令和２年７月３１日から令和３年１月３０日までの間、訪問販売に関す

る業務のうち、売買契約の締結について勧誘をすること、売買契約の申込

みを受けること及び売買契約を締結することを停止すること。 

   イ 特定商取引法７条１項の規定に基づく訪問販売に関する指示（本件指示） 

   本件各違反行為の発生原因について、調査分析の上、検証し、本件各

違反行為の再発防止策を講ずるとともに、コンプライアンス体制を構築

し、これらを審査請求人の役員及び従業員（アルバイトの者を含む。）

に本件業務停止命令に係る業務を再開するまでに周知徹底すること。 

   （「特定商取引法第８条第１項の規定に基づく訪問販売に関する業務の停止

命令及び同法第７条第１項の規定に基づく訪問販売に関する指示につい

て」と題する書面（以下「本件処分の通知書」という。）） 

⑷ 審査請求人は、令和２年８月２８日、審査庁に対し、本件処分を不服と

して本件審査請求をした。 
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（審査請求書） 

⑸ 審査庁は、令和３年３月１８日付けで、審査請求人に対し、本件審査請

求のうち本件業務停止命令の取消しを求める部分については、業務の停止

期間の経過により審査請求の利益を欠くに至っているから、不適法である

として、却下する裁決をした。 

（裁決書） 

⑹ 審査庁は、令和３年９月１５日、当審査会に対し、本件審査請求のうち

本件指示の取消しを求める部分は棄却すべきであるとして本件諮問をした。 

（諮問書、諮問説明書） 

 ３ 審査請求人の主張の要旨 

⑴ 本件指示について 

  審査請求人には、本件各事案（消費者Ａ、消費者Ｂ、消費者Ｃ、消費者

Ｄ及び消費者Ｅの各事案をいう。以下同じ。）において特定商取引法違反

の事実は認められないから、本件指示には、重大な事実誤認がある。すな

わち、審査請求人は、①特定商取引法３条違反（以下「販売勧誘目的の明

示義務違反」という。）をしたことはなく、②特定商取引法７条１項５号

及び特定商取引法施行規則７条１号違反（以下「迷惑勧誘行為」という。）

をしたこともないし、③法令遵守及び顧客保護のための取組を積極的に実

施しているから、審査請求人に「訪問販売に係る取引の公正及び購入者の

利益が害されるおそれがある」とはいい難い。 

ア 販売勧誘目的の明示義務違反について 

   消費者Ａの事案においても、消費者Ｂの事案においても、審査請求人

の従業員は、販売勧誘目的を明示しているから、審査請求人に販売勧誘

目的の明示義務違反の事実があったとは認められない。 

(ｱ) 消費者Ａの事案 

① 審査請求人のＢ支店の従業員Ｚ（以下単に「従業員Ｚ」という。）

は、消費者Ａに電話をして訪問予約を取る際、消費者Ａに対し、「電

気の布団販売をしてる会社」であることを述べて、審査請求人が本件

商品の訪問販売もしていることを明確に説明している。 

② 審査請求人のＢ支店の従業員Ｙ（以下単に「従業員Ｙ」という。）

は、消費者Ａの自宅を訪問した際、消費者Ａに対し、「お布団の販売

している会社ね。なんかいい布団あったら買って下さいね。」と述べ

て、審査請求人が本件商品の訪問販売もしていることを明確に説明し
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ている。 

    (ｲ) 消費者Ｂの事案 

① 審査請求人のＣ支店の従業員Ｘ（以下単に「従業員Ｘ」という。）

は、消費者Ｂに電話をして訪問予約を取る際、消費者Ｂに対し、無料

での布団のクリーニングのほかに、状況によっては有料でのサービス

も提供していることを明確に説明しており、併せて、「僕たちも布団

屋ですからね。販売とかもしていますから、欲しいのがあったら、言

ってください。」と述べて、審査請求人が本件商品の訪問販売もして

いることを明確に説明している。 

② 審査請求人のＣ支店の従業員Ｗ（以下単に「従業員Ｗ」という。）

は、消費者Ｂの自宅を訪問した際、「僕たちの会社、販売とか紹介で

すね、あとはお手入れのアドバイス、そういうのやってますんで。」

と述べて、審査請求人が本件商品の訪問販売もしていることを明確に

説明している。   

イ 迷惑勧誘行為について 

   消費者Ｂ、消費者Ｃ、消費者Ｄ及び消費者Ｅのいずれの事案において

も、消費者と審査請求人の従業員とのやり取りの全体を総合的に見た場

合には、処分庁が認定した迷惑勧誘行為（高齢の消費者の自宅に長時間

滞在して、消費者が繰り返し本件商品を購入しない旨の意思を表示して

いるにもかかわらず、執ように勧誘を続けたという迷惑勧誘行為）があ

ったとまでは断定することができない。  

  (ｱ) 消費者Ｂの事案 

従業員Ｗは、消費者Ｂからの商品等についての質問を受けて説明な

いし雑談をしていたため、訪問時間が長時間化したが、消費者Ｂから、

「もう帰って欲しい。」などと、やり取りの打切りを求める言動は一

切なかったから、従業員Ｗによる迷惑勧誘行為があったとは認められ

ない。 

  (ｲ) 消費者Ｃの事案 

審査請求人のD支店の従業員Ｖ（以下単に「従業員Ｖ」という。）は、

消費者Ｃからの要望を受けて、いろいろな提案を繰り返していたため、

訪問時間が長時間化したのであるし、消費者Ｃは、値段を気にしてい

たことはあったが、売買契約を締結しない旨の確定的な意思を繰り返

し表示していたとはいい切れないから、従業員Ｖによる迷惑勧誘行為
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があったとは認められない。 

  (ｳ) 消費者Ｄの事案 

審査請求人のＥ支店の従業員Ｕ（以下単に「従業員Ｕ」という。）

は、本件商品の品質等には肯定的であるものの、値段が高いために購

入に踏み切れないでいた消費者Ｄに対し、割賦払いや値引きなどの紹

介と説明をしたが、これは、許容される通常の営業活動の範囲内のも

のであって、消費者Ｄの意思を全く無視して強引に話を進めたわけで

はないし、訪問時間が長時間化したのは、消費者Ｄからの話を受けて

対応したことによるから、従業員Ｕによる迷惑勧誘行為があったとは

認められない。 

  (ｴ) 消費者Ｅの事案 

審査請求人の本社の従業員Ｔ（以下単に「従業員Ｔ」という。）は、

本件商品の購入を断る発言をしていた消費者Ｅに対し、割賦払いや値

引きなどの紹介と説明をしたが、消費者Ｅは、値段が高いことを購入

ができない理由としていたから、従業員Ｔが割賦払いや値引きなどの

話をしたとしても、直ちに迷惑勧誘行為であったと断じることはでき

ない。また、訪問時間が長時間化したのは、消費者Ｅからの話を受け

て対応したことによるから、従業員Ｔによる迷惑勧誘行為があったと

は認められない。 

ウ 「訪問販売に係る取引の公正及び購入者の利益が害されるおそれ」に

ついて 

   審査請求人は、過去に特定商取引法に係る行政指導を受けて提出した

業務改善報告書を踏まえて、法令遵守及び顧客保護のために、鋭意、業

務改善の努力を重ねている。すなわち、審査請求人は、「感謝」、「信

頼」及び「満足」の三つを柱とする顧客最優先の理念を掲げて、営業の

方法、組織体制の変更、コンプライアンス体制の徹底など、一つ一つ業

務改善に取り組んでいる。したがって、審査請求人に「訪問販売に係る

取引の公正及び購入者の利益が害されるおそれ」があったとはいえない。 

⑵ 本件弁明の機会について 

  本件弁明の機会において弁明を求められた事例は、本件処分（本件業務

停止命令と本件指示）に係る５事例であるが、審査請求人は、同じ時期に、

Ｆ知事がした処分（特定商取引法８条１項の規定に基づく業務停止命令及

び特定商取引法７条１項の規定に基づく指示）に係る５事例についても、
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同知事から弁明を求められた。これら１０事例の内容は、審査請求人が提

出した録音データに基づく極めて詳細なものである。本件には、このよう

な特殊事情があったにもかかわらず、処分庁は、それらの事情を一切無視

して、弁明書の提出期限を１０日間とした。これに対し、審査請求人が弁

明書の提出期限の延長を上申したが、その延長は、認められなかった。 

  このように、１０日間しか弁明書の提出期限を認めなかった処分庁の対

応は、行政手続法３０条に規定する「相当な期間」をおいたとはいえない

から、同条に違反してされた本件指示は、適正手続を欠いたものである。 

⑶ 裁量権の濫用について 

  処分庁は、審査請求人からの弁明書（令和２年７月２０日付け）の提出

を受けて、極めて短期間で本件処分（同月３０日付け）をした。また、本

件処分の通知書には、審査請求人が弁明書に記載した内容が一切触れられ

ておらず、本件処分の通知書と本件弁明の機会の付与の通知書は、その内

容が同一である。 

これらの状況によれば、処分庁が弁明書の内容を全く考慮せずに機械的

・形式的に本件処分をしたことが明らかであるから、本件指示は、裁量権

を濫用した違法な処分である。 

  ⑷ 結語 

    上記⑴から⑶までの理由により、本件処分のうち本件指示の取消しを求め

る。 

第２ 諮問に係る審査庁の判断 

１ 本件指示について 

⑴ 販売勧誘目的の明示義務違反について 

特定商取引法３条が、訪問販売の勧誘に先立って、販売勧誘目的を明示

しなければならないと規定しているのは、相手方が商品の購入の勧誘を受

けているという明確な認識を持ち得るようにするためであるから、販売勧

誘目的は、相手方に確実に伝わる程度に明らかにしなければならないと解

される。 

ア 消費者Ａの事案 

従業員Ｚは、電話で訪問予約を取る際、消費者Ａに対し、訪問目的は

「電気布団の点検及び清掃のため」としか告げなかった。従業員Ｚは、訪

問予約を取った後に、審査請求人が「電気の布団販売してる会社」である

と述べているが、これは、そのすぐ後の「掃除のほうで周ってんの。」と
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の発言と相まって、審査請求人が行っている事業について触れたにとどま

るから、従業員Ｚが販売勧誘目的を明示したとはいえない。 

また、従業員Ｙは、電話での訪問予約に基づいて消費者Ａの自宅を訪問

した際、消費者Ａに対し、名刺を渡しながら、「これお布団の販売をして

いる会社ね。なんかいい布団あったら買って下さいね。」と述べているが、

これだけでは、審査請求人が行っている事業について触れたにとどまり、

この日の訪問目的が「布団の販売勧誘のため」であることが確実に伝わる

程度に明示されたとはいえない。むしろ、上記発言の後に、従業員Ｙは、

電話での訪問予約に従い「電気布団の点検及び清掃のため」に訪問した旨

や、これから点検等の作業を行う旨を述べているから、従業員Ｙが販売勧

誘目的を明示したとはいえない。 

イ 消費者Ｂの事案  

従業員Ｘは、電話で訪問予約を取る際、消費者Ｂに対し、訪問目的は      

「電気布団の点検等のため」としか告げなかった。従業員Ｘは、訪問予約

を取った後に、「僕たちも布団屋ですからね。販売とかもしていますから、

欲しいのがあったら、言ってください。」と発言しているが、これは、審

査請求人が行っている事業について触れたにとどまるから、従業員Ｘが販

売勧誘目的を明示したとはいえない。 

また、従業員Ｗは、電話での訪問予約に基づいて消費者Ｂの自宅を訪問

した際、消費者Ｂに対し、「こちらご訪問案内と言う形で、僕たちの会社、

販売とか紹介ですね、あとはお手入れのアドバイス、そう言うのやってま

すんで。」と述べているが、これも、審査請求人が行っている事業につい

て触れたにとどまるから、従業員Ｗが販売勧誘目的を明示したとはいえな

い。 

⑵ 迷惑勧誘行為について 

  特定商取引法７条１項５号の規定を受けた特定商取引法施行規則７条１  

号は、「迷惑を覚えさせるような仕方」で勧誘をすること（迷惑勧誘行為）

を禁止しているが、この「迷惑を覚えさせるような仕方」とは、客観的に

見て、相手方が迷惑を覚えるような方法であればよく、相手方が実際に迷

惑と感じることは必要ではないと解される。 

ア 消費者Ｂの事案 

従業員Ｗは、消費者Ｂの自宅に約３時間にもわたって滞在し、その間、

一人で対応した高齢の女性である消費者Ｂが、購入する気がない旨、予算
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がない旨、「点検等のため」に訪問を受け入れたことを後悔している旨な

どを述べて、本件商品の購入を断ったのみならず、繰り返し「勘弁してく

ださい。」と述べて、勧誘の停止を求めたにもかかわらず、従業員Ｗは、

これらを意に介さず、執ように勧誘を続けた。このような勧誘は、客観的

に見て、相手方が迷惑を覚えるような方法での勧誘であることが明らかで

あるから、従業員Ｗによる迷惑勧誘行為があったと認められる。 

イ 消費者Ｃの事案 

従業員Ｖは、消費者Ｃの自宅に約２時間３０分にもわたって滞在し、そ

の間、一人で対応した高齢の女性である消費者Ｃが、購入する意思がない

旨、大金は支払えない旨などを述べて、本件商品の購入を断ったにもかか

わらず、従業員Ｖは、これらを意に介さず、消費者Ｃの通帳を見て、支払

が可能であるなどとも指摘して、執ように勧誘を続けた。このような勧誘

は、客観的に見て、相手方が迷惑を覚えるような方法での勧誘であること

が明らかであるから、従業員Ｖによる迷惑勧誘行為があったと認められる。 

   ウ 消費者Ｄの事案 

従業員Ｕは、消費者Ｄの自宅に約２時間３０分にもわたって滞在し、そ

の間、一人で対応した高齢の女性である消費者Ｄが、購入する意思がない

旨、割賦払いにも応じる意思がない旨などを述べて、本件商品の購入を断

ったにもかかわらず、従業員Ｕは、これらを意に介さず、執ように勧誘を

続けた。このような勧誘は、客観的に見て、相手方が迷惑を覚えるような

方法での勧誘であることが明らかであるから、従業員Ｕによる迷惑勧誘行

為があったと認められる。 

   エ 消費者Ｅの事案 

従業員Ｔは、消費者Ｅの自宅に約３時間１０分にもわたって滞在し、そ

の間、一人で対応した高齢の女性である消費者Ｅが、支払能力がなく、余

計なことはできない旨、収入は年金だけで、これを本件商品の代金に充て

ると、生きていけない旨などを述べて、本件商品の購入を断ったにもかか

わらず、従業員Ｔは、これらを意に介さず、執ように勧誘を続けた。この

ような勧誘は、客観的に見て、相手方が迷惑を覚えるような方法での勧誘

であることが明らかであるから、従業員Ｔによる迷惑勧誘行為があったと

認められる。 

  ⑶ 「訪問販売に係る取引の公正及び購入者の利益が害されるおそれ」につ

いて 



 

11 

 

    審査請求人は、過去に特定商取引法を遵守するよう累次にわたる行政指

導を受け、業務改善報告書を提出しているにもかかわらず、本件各違反行

為を繰り返したこと、また、本件各違反行為は、審査請求人の特定の営業

所又は特定の従業員のみによってされたものではないことなどから、審査

請求人には「訪問販売に係る取引の公正及び購入者の利益が害されるおそ

れ」があったと認められる。 

２ 本件弁明の機会について 

行政手続法３０条は、弁明書の提出期限までに「相当な期間」をおいて弁

明の機会の付与の通知をしなければならないと規定している。この「相当な

期間」の判断に当たっては、予定されている処分の内容・性質に照らして、

その名宛人となるべき者が防御の準備をするのに必要な期間が確保される必

要があると解される。 

これを本件について見ると、本件各違反行為に係る事例は、５事例であり、

本件弁明の機会の付与の通知書には、本件各違反行為がされた年月及び本件

各違反行為をした審査請求人の従業員の所属（支店、本社）が具体的に特定

され、各事例における消費者とのやり取りの内容等が相応の具体性をもって

記載されている。また、審査請求人は、従業員が行った勧誘の日時等の情報

を一元的に管理し、従業員が電話で訪問予約を取った際や消費者の自宅を訪

問した際の音声の録音のデータを保存している。さらに、審査請求人の各支

店は、営業担当の従業員数が多くても１０名程度の規模である。したがって、

審査請求人において、本件弁明の機会の付与の通知書の記載内容を踏まえて、

本件各違反行為に係る事実を特定するのに長期間を要するとは認め難い。 

他方で、本件処分は、訪問販売に係る取引の公正及び購入者の利益という

重要な法益を目的とする緊急性を要する処分であったことが認められる。 

そうすると、処分庁が本件弁明の機会の付与の通知書を発出した日から弁

明書の提出期限までの期間を１２日間としたことは、本件処分がＦ知事のし

た同様の処分と同時期にされたという事情を踏まえても、審査請求人におい

て防御の準備をするのに必要な期間を確保するのに足りないとはいえない。 

したがって、本件弁明の機会において、行政手続法３０条に規定する「相

当な期間」がなかったとまでは認め難い。 

３ 裁量権の濫用について 

   行政手続法には、処分庁が、弁明の機会の付与によってされた弁明に応じ、

弁明の機会の付与の際に示した「予定される不利益処分の内容」と異なる理
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由を示し、又は異なる内容の不利益処分をすべきことや、弁明の機会の付与

の際に示された弁明について逐一応答すべきことを義務付ける旨の規定は見

当たらないから、処分庁が弁明の機会の付与の際に示した「予定される不利

益処分の内容」と同一の理由を示し、同一の内容の不利益処分をすることも

当然に許されると解される。 

これを本件について見ると、本件弁明の機会に審査請求人がした弁明は、

本件審査請求における審査請求人の主張（上記第１の３の⑴）とおおむね同

じ内容のものであるが、審査請求人の主張は、上記１のとおり、いずれも理

由がない。したがって、処分庁が、本件処分をするに際し、審査請求人の弁

明の内容に対する判断を示さなかったとしても、また、本件弁明の機会の付

与の際に示した「予定される不利益処分の内容」と同一の理由を示し、同一

の内容の本件処分をしたとしても、手続上の問題は生じないし、そのことを

もって処分庁が審査請求人の弁明の内容を検討しなかったともいえない。 

 ４ 結語 

以上のとおり、本件指示に実体法上も手続法上も違法又は不当な点は認め

られない。したがって、本件審査請求のうち本件指示の取消しを求める部分

は理由がないから棄却すべきである。  

なお、審理員意見書も、以上と同旨の理由を述べた上で、本件審査請求の

うち本件指示の取消しを求める部分は理由がないから棄却すべきであるとし

ている。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

一件記録によれば、本件審査請求から本件諮問に至るまでの各手続に特段

違法又は不当と認めるべき点はうかがわれない。 

２ 本件指示の違法性又は不当性について 

⑴ 本件指示について 

 ア 販売勧誘目的の明示義務違反について 

   特定商取引法３条は、販売業者は、訪問販売をしようとするときは、   

その勧誘に先立って、その相手方に対し、売買契約の締結について勧誘

する目的（販売勧誘目的）である旨を明らかにしなければならないと規

定している。この規定は、訪問販売の場合、特に、住居訪問販売の場合

には、販売業者が訪問目的を偽って相手方に告げて住居に入り込み、言

葉巧みに取引に誘い込み、その結果、相手方が知らず知らずのうちに商
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品を買わされてしまうという事例があるところ、訪問目的を偽って告げ

ることは、「消費者が売買契約の締結について勧誘を受けるか否かを判

断する最初の重要な機会」を奪うものであり、こうした事例を放置する

ことは、消費者利益の保護の観点から問題であるだけでなく、ひいては

取引の公正を害して訪問販売の健全な発展を阻害することにもなること

から、商品の販売業者と購入者との間の適正なルールを整備するために

設けられたものであるとされている（消費者庁取引対策課・経済産業省

商務・サービスグループ消費経済企画室編『特定商取引に関する法律の

解説（平成２８年版）』）６２頁参照）。 

このような立法趣旨に鑑みると、「その勧誘に先立って」とは、「消費

者が売買契約の締結について勧誘を受けるか否かを判断する最初の重要な

機会を確保することができる時点までに」、換言すれば、「販売業者が消

費者の売買契約締結の意思形成に影響を与える行為を始める時点までに」

を意味することになる。 

したがって、住居訪問販売の場合には、「販売業者が住居に入り込むこ

と」から「消費者の売買契約締結の意思形成に影響を与える行為」が始ま

るということができるから、販売勧誘目的であることは、住居を訪問して

訪問目的を告げる時点で明示しなければならないと解するのが相当である。 

しかし、住居訪問販売のうち、事前に電話で訪問予約を取った上で行う

住居訪問販売の場合には、消費者は、訪問予約をした目的での訪問である

との前提で販売業者を受け入れるのが通常であるから、「訪問予約を取る

こと」から「消費者の売買契約の締結の意思形成に影響を与える行為」が

始まるということができる。そうすると、事前に電話で訪問予約を取った

上で行う住居訪問販売の場合には、販売勧誘目的であることは、原則とし

て、電話で電話をした目的を告げる時点で明示しなければならないと解す

るのが相当である。ただし、電話で訪問予約を取る際に販売勧誘目的であ

ることを告げなかったとしても、遅くともその訪問予約に基づいて住居を

訪問した時点で、訪問目的に販売勧誘目的も含まれていることが明示され

るのであれば、「消費者が売買契約の締結について勧誘を受けるか否かを

判断する最初の重要な機会」がなお確保されているということができる。

したがって、販売勧誘目的であることを告げずに、販売勧誘目的以外の目

的（例えば、商品の点検・修理）で訪問予約を取ったときは、遅くとも住

居を訪問して訪問目的を告げる時点までに、訪問目的に販売勧誘目的が含
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まれていることを明示して、訪問目的が訪問予約を取ったときとは異なる

ことが相手方に確実に伝わるようにしなければならないと解するのが相当

である。 

なお、住居訪問販売をしている販売業者が、電話で訪問予約を取る際に、

販売勧誘目的であることを告げずに、販売勧誘目的以外の目的（例えば、

商品の点検・修理）で訪問予約を取ることを常態化しているとすれば、そ

のような営業のやり方は、特定商取引法３条の上記の立法趣旨を潜脱する

ものであって、許されないというべきである。 

    (ｱ) 消費者Ａの事案 

審査請求人の従業員が消費者Ａから訪問予約を取った際の状況及び 

消費者Ａの自宅を訪問した際の状況は、それぞれ以下のとおりである

（令和２年３月１６日付け及び同月１０日付けの各反訳結果報告書）。 

① 従業員Ｚは、平成３１年１月、消費者Ａに電話をし、「電気の布団

の、あの、手入れのほうで、今日、■のほうまわってたんで。」、

「電気（注：電気布団）の点検と、あと、中にたまった水分汚れを、

あの取ってくんで」などと述べて、消費者Ａの自宅への訪問予約を取

り付けた。 

     ② 従業員Ｙは、平成３１年１月、消費者Ａの自宅を訪問し、「あの        

昨日電話してね。」と述べて、上記①の訪問予約に基づいて訪問した

旨を伝えた上で、消費者Ａの自宅に入り込み、電気布団の点検及び清

掃をした後、電気布団のひずみ（へっこみ）がひどいことを指摘して、

消費者Ａに対し、本件商品（電気布団）の購入を勧誘した。これに対

し、消費者Ａは、新品の購入は値段が高いとして、古い布団の打ち直

しでよいと述べたが、従業員Ｙは、古い布団の打ち直しの値段で新品

を提供すると提案し、本件商品を部屋に持ち込んで敷いてしまい、

「まさか。布団こんな買うと思ってねもの。」と後悔の念を述べる消

費者Ａとの間で本件商品の売買契約を締結した。 

以上によると、審査請求人の従業員は、消費者Ａに対し、本件商品 

の訪問販売をしたが、電話で訪問予約を取る際には、訪問目的は「電気

布団の点検及び修繕のため」であるとしか告げていないし、消費者Ａの

自宅を訪問した際にも、上記の目的での訪問であるとしか告げていない

から、審査請求人の従業員が販売勧誘目的であることを明示したとは認

められない。 
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なお、上記①の訪問予約を取った際、従業員Ｚは、自分の会社（審査

請求人）が「Ｇ布団販売してる会社」であると述べているが、この発言

は、訪問予約を取り付けた後の発言であるし、審査請求人を消費者Ａが

布団を購入した業者（H布団屋）と誤解していると思われた消費者Ａに

対し、そうではないことを説明したものである。そして、従業員Ｚは、

最後に「掃除のほうで周ってんの。」と述べ、訪問予定時刻を告げて電

話を終了している。したがって、従業員Ｚが「電気の布団販売してる会

社」と発言したことをもって販売勧誘目的であることを明示したという

審査請求人の主張（上記第１の３の⑴のアの(ｱ)の①）は、採用するこ

とができない。 

また、上記②の消費者Ａの自宅を訪問した際、従業員Ｙは、名刺を渡

しながら、「これお布団の販売している会社ね。なんかいい布団あった

ら買って下さいね。」と述べているが、この発言は、従業員Ｙが、その

後に、「あの昨日電話してね。」、「今日はしっかりやっていきます。」

などと発言していることも踏まえると、審査請求人が行っている事業に

ついて言及したものにすぎず、従業員Ｙの訪問目的が訪問予約を取った

ときとは異なることが消費者Ａに確実に伝わる内容の発言であるとはい

えない。したがって、従業員Ｙが「お布団の販売している会社ね。なん

かいい布団あったら買って下さいね。」と発言したことをもって販売勧

誘目的であることを明示したという審査請求人の主張（上記第１の３の

⑴のアの(ｱ)の②）も、採用することができない。 

(ｲ) 消費者Ｂの事案 

審査請求人の従業員が消費者Ｂから訪問予約を取った際の状況及び 

消費者Ｂの自宅を訪問した際の状況は、それぞれ以下のとおりである

（令和２年４月２３日付け及び同年２月２８日付けの各反訳結果報告

書）。 

① 従業員Ｘは、令和元年５月、消費者Ｂに電話をし、「機械のもので

したから、安心して使っていただくようにってことで、具合の方、そ

の場で見て回っていたんです。」、「その場で具合見てますから、お

布団だけ見れるとこにだしておいてもらえればですね。」などと述べ

て、消費者Ｂの自宅への訪問予約を取り付けた。 

② 従業員Ｗは、令和元年５月、消費者Ｂの自宅を訪問し、「お布団の

方でお電話してました」と述べて、上記①の訪問予約に基づいて訪問
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した旨を伝えたが、消費者Ｂから「今日はどういうこと。」と訪問目

的を質問されたため、「一応機械のものなんで、そういう具合見たり

とか、そう言ったメンテナンスしちゃうんで。布団はすぐ見れます

か。」と説明して、消費者Ｂの自宅に入り込んだ。そして、従業員Ｗ

は、電気布団の清掃をした後、汚れやカビがひどく、健康に悪いこと

を指摘して、消費者Ｂに対し、本件商品（電気布団）の購入を勧誘し

た。これに対し、消費者Ｂは、「金なんかないよ。」、「入院して、

手術しなくちゃなんないって頭ばっかりで。その気になれないん

だ。」、「高いね、なんか全然、そう言う気がないもの今。」などと

述べて、繰り返し本件商品の購入を断ったが、従業員Ｗは、なおも勧

誘を継続し、「あー失敗したなぁ、じゃぁ、やってもらって失敗した

よ、今日は。」、「だって、そんなに金がかかるとは思わなかった。」

などと後悔の念を述べる消費者Ｂとの間で本件商品の売買契約を締結

した。 

以上によると、審査請求人の従業員は、消費者Ｂに対し、本件商品 

の訪問販売をしたが、電話で訪問予約を取る際には、訪問目的は「電気

布団の点検等のため」であるとしか告げていないし、消費者Ｂの自宅を

訪問した際にも、上記の目的での訪問であるとしか告げていないから、

審査請求人の従業員が販売勧誘目的であることを明示したとは認められ

ない。 

なお、上記①の訪問予約を取った際、従業員Ｘは、「こういった具合

みたりとか、サービスでやってるんですよ、僕たちも布団屋ですからね、

販売とかもしてますから、ほしいのがあったら、言ってください。」と

述べているが、この発言は、訪問予約を取り付けた後の発言である。そ

して、この発言について、消費者Ｂが「お金はじゃ、取られないんでし

ょ。」と質問したのに対し、従業員Ｘは、「うん、その場で見てるので、

それは取んないでやってあげてるよ。ただ、中には故障しちゃってるっ

て人も中にはいて、そういう時は、預かってね直すんで、それはお金は

さすがにかかるから、うん。僕たちもそこまでは無料でできないので。

そういった方もいらっしゃるんでね。そうなんないように見て回って」

と述べて、改めて訪問目的が「電気布団の点検のため」であることを強

調している。したがって、「僕たちも布団屋ですからね、販売とかもし

てますから、ほしいのがあったら、言ってください。」との発言は、審
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査請求人が行っている事業について言及したものにすぎないから、従業

員Ｘが上記発言をしたことをもって販売勧誘目的であることを明示した

という審査請求人の主張（上記第１の３の⑴のアの(ｲ)の①）は、採用

することができない。 

また、上記②の消費者Ｂの自宅を訪問した際、従業員Ｗは、「僕たち

の会社、販売とか紹介ですね、あとはお手入れのアドバイス、そう言う

のやってますんで」と述べているが、その後に、上記②のとおり、消費

者Ｂから訪問目的を質問され、従業員Ｗは、「一応機械のものなんで、

そういう具合見たりとか、そう言ったメンテナンスしちゃうんで。布団

はすぐ見れますか。」と説明している。したがって、「僕たちの会社、

販売とか紹介ですね、あとはお手入れのアドバイス、そう言うのやって

ますんで」との発言は、審査請求人が行っている事業について言及した

ものにすぎず、従業員Ｗの訪問目的が訪問予約を取ったときとは異なる

ことが消費者Ｂに確実に伝わる内容の発言であるとはいえないから、従

業員Ｗが上記発言をしたことをもって販売勧誘目的であることを明示し

たという審査請求人の主張（上記第１の３の⑴のアの(ｲ)の②）も、採

用することができない。 

イ 迷惑勧誘行為について 

  特定商取引法７条１項５号の規定を受けた特定商取引法施行規則７条  

１号は、「迷惑を覚えさせるような仕方」で勧誘をすること（迷惑勧誘

行為）を禁止しているが、この「迷惑を覚えさせるような仕方」とは、

客観的に見て、相手方が迷惑を覚えるような方法であればよく、実際に

相手方が迷惑と感じることは必要ではなく、具体的には、正当な理由な

く不適当な時間帯（例えば、午後９時から午前８時までなど）に勧誘す

ること、長時間にわたり勧誘をすること、執ように何度も勧誘をするこ

となどがこれに該当するとされている（前掲『特定商取引に関する法律

の解説（平成２８年版）』８８頁参照）。 

    (ｱ) 消費者Ｂの事案 

① 従業員Ｗが消費者Ｂの自宅を訪問して本件商品の購入を勧誘した際

の状況は、以下のとおりである（令和２年２月２８日付けの反訳結果

報告書。この報告書によると、消費者Ｂは、８０歳代の女性で、従業

員Ｗの訪問に一人で対応し、その訪問時間は、約３時間にも及ん

だ。）。 
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    従業員Ｗは、令和元年５月、消費者Ｂの自宅を訪問し、電気布団

の清掃をした後、汚れやカビがひどく、健康に悪いことを指摘して、

消費者Ｂに対し、本件商品（電気布団）の購入を勧誘した。これに対

し、消費者Ｂは、「大変だ、金かかって」、「金なんかないよ。」、

「今んとこ、気持ちがだめ。医者、入院して、手術しなくちゃなんな

いって頭ばっかりで。その気になれないんだ。もう少しね、元気にな

れば。そう言う気になっかもしれないけど、今んとこだめだな。」な

どと述べて、本件商品の購入を断った。 

すると、従業員Ｗは、古い布団を下取りに出せば、本件商品の値段

をだいたい半分くらいにできると提案した。消費者Ｂは、この提案に

対しても、「高いね、なんか全然、そういう気がないもの今。」と述

べて、その気がないことを示したが、従業員Ｗは、勧誘を継続したた

め、消費者Ｂは、「あー失敗したなぁ、じゃぁ、やってもらって失敗

したよ、今日は。」、「だって、そんなに金かかるとは思わなかっ

た。」と述べて、電気布団の清掃をしてもらったことについて後悔の

念を示した。 

それでも勧誘を継続する従業員Ｗに対し、消費者Ｂは、「勘弁し

てください。」、「ほんと勘弁してください。今回は勘弁して。この

後、元気になったら買います。」、「だめ、ずっと落ち込んでるから、

その気にならない。」、「もう勘弁してください。金も大変だもん、

払う方が。」、「ほんと勘弁してください。いろいろ説明してもらっ

たけど、とにかく金かかることだから、私も。それは良い話を聞かせ

てもらったけど、今んとこ金が使いたくないんだよなぁ、ほんとのこ

と」、「今のオレオレ詐欺じゃないけれども、年寄りを騙されてなん

てさぁ金とられたって言ってさ、今日もあー失敗したなぁ。これは。

電話して断ろうかなと思ってかけたんだっけな。」、「だから今回だ

けは勘弁してください。」、「それじゃあ勘弁してください。なんも

出したくないの。（中略）今度、元気になったら買う気になるかも」

などと述べて、繰り返し本件商品の購入を断った。 

しかし、従業員Ｗは、なおも勧誘を継続し、「何回かで払うってい 

う形でいいですか。今年の半年後に引き落としって言う形で、じゃ

あ、それでいいですか。そうすれば、お母さん元気でしょう、半年

後。（中略）じゃあ、引き落としのやつ書いてくんで」などと述べ
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て、代金の支払方法や支払時期について話を進め、消費者Ｂとの間

で本件商品の売買契約を締結した。 

② 上記①によれば、従業員Ｗは、消費者Ｂが繰り返し本件商品の購

入を断ったのみならず、「電気布団の点検等のため」という訪問目

的と異なる結果になったことについて後悔の念を示したにもかから

ず、執ようかつ強引に勧誘を継続したことが認められる。このよう

な勧誘は、客観的に見て、相手方が迷惑を覚えるような方法での勧

誘であることが明らかである。 

したがって、消費者Ｂへの本件商品の訪問販売において、従業員

Ｗによる迷惑勧誘行為があったと認められる。 

なお、審査請求人は、訪問時間が長時間化したのは消費者Ｂから

の商品等についての質問を受けて説明ないし雑談をしていたためで

あり、また、消費者Ｂから、「もう帰って欲しい。」などと、やり

取りの打切りを求める言動は一切なかったから、従業員Ｗによる迷

惑勧誘行為があったとは認められないと主張する（上記第１の３の

⑴のイの(ｱ)）。訪問時間が長時間化したのは、従業員Ｗと消費者Ｂ

が雑談等をしていたこともその原因の一つであると認められるが、

その主たる原因は、消費者Ｂが繰り返し本件商品の購入を断ってい

るにもかかわらず、従業員Ｗが売買契約の締結に至るまで執ように

勧誘を継続したことにあると認められる。また、上記①の消費者Ｂ

の発言内容には、勧誘の打切りを求める消費者Ｂの意思が明確に示

されている。したがって、審査請求人の上記主張は、採用すること

ができない。 

(ｲ) 消費者Ｃの事案 

① 従業員Ｖが消費者Ｃの自宅を訪問して本件商品の購入を勧誘した 

際の状況は、以下のとおりである（令和２年２月１０日付けの反訳結

果報告書。この報告書によると、消費者Ｃは、８０歳代の女性で、従

業員Ｖの訪問に一人で対応し、その訪問時間は、約２時間３０分にも

及んだ。）。 

従業員Ｖは、平成３０年９月、消費者Ｃの自宅を訪問し、電気布

団の点検及び清掃をした後、使い方が悪いから布団に汚れやへこみが

あると説明した上で、本件商品（羽毛布団（掛布団）１点と電気布団

（敷布団）の上下に敷く乾燥剤のパッド２点の合計３点）を併せて使
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うよう提案し、消費者Ｃに対し、本件商品の購入を勧誘した。これに

対し、消費者Ｃは、「そんな高いのまた、やだよー」、「やだこんな

の、布団かぶったって・・・これだけで３０万もするの。」、「やだ

こんなに、どっちかとって。」、「そんなの、３０万もする寝床に寝

ちゃいらんないよ。」、「この半分だって払えねえくらいだよ。」な

どと述べて、本件商品の購入を断った。 

すると、従業員Ｖは、消費者Ｃの通帳を了解もなく見た上で、

「今すぐじゃないですからね。いつでも大丈夫なんで。■ちゃんの、

■万ってあったほうから、下げてもらえれば大丈夫だと思うんで。」

と述べて、勧誘を継続したが、消費者Ｃは、「色々なことで、みな、

家のあれだとかみんな抜かれたから今はないよ。１０万、２０万でい

よいよだよ。」、「そんな３０万はとってもじゃないけど、払えない。

やだ」、「これが幾らすんの？このやつの 高いから、この布団やだ

なー。」、「大変だ、いろいろなことが払いがあるんで、そんなに払

えねえもん。」などと述べて、繰り返し本件商品の購入を断った。 

そこで、従業員Ｖは、本件商品のうち羽毛布団が一番高額である

ことから、羽毛布団を除いた２点の購入を勧誘したが、消費者Ｃは、

「やだやだ、金払うのやだ。そんな大金払えないもん。」と述べて、

上記２点の購入もする意思がないことを示した。しかし、従業員Ｖは、

「そしたら、下だけっていう感じなんで」と述べて、代金の支払方法

について話を進め、契約書類の作成に取りかかった。消費者Ｃは、な

おも、「■万・・・ほんとに、やだな。」、「お金幾らあっても・・

・ふとんにかけちゃうのやだな」、「今度来たら駄目だよ。」などと

述べて、上記２点も購入したくない意思を示したが、従業員Ｖは、

「今だけ考えるとそうなんですけど、あのー３年後、５年後、１０年

後って考えるとよかったなってなります。」と述べて、消費者Ｃとの

間で本件商品（上記２点）の売買契約を締結した。 

② 上記①によれば、従業員Ｖは、消費者Ｃが繰り返し本件商品の購 

入を断ったにもかかわらず、執ようかつ強引に勧誘を継続したことが

認められる。しかも、従業員Ｖは、勧誘を継続するため、消費者Ｃの

通帳を了解もなく見て、消費者Ｃの支払能力を確認したことも認めら

れる。このような勧誘は、客観的に見て、相手方が迷惑を覚えるよう

な方法での勧誘であることが明らかである。 
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したがって、消費者Ｃへの本件商品の訪問販売において、従業員

Ｖによる迷惑勧誘行為があったと認められる。 

なお、審査請求人は、訪問時間が長時間化したのは消費者Ｃから

の要望を受けて提案を繰り返していたためであり、また、消費者Ｃは

値段を気にしていたことはあったが、売買契約を締結しない旨の確定

的な意思を繰り返し表示していたとはいい切れないから、従業員Ｖに

よる迷惑勧誘行為があったとは認められないと主張する（上記第１の

３の⑴のイの(ｲ)）。しかし、従業員Ｖが提案を繰り返したのは、上

記①のとおり、消費者Ｃに本件商品の購入希望がなかったためであり、

消費者Ｃは、従業員Ｖの提案に対し、その都度、応じる意思がないこ

とを明らかにしている。また、訪問時間が長時間化したのは、消費者

Ｃが繰り返し本件商品の購入を断っているにもかかわらず、従業員Ｖ

が売買契約の締結に至るまで執ように勧誘を継続したからであると認

められる。したがって、審査請求人の上記主張は、採用することがで

きない。 

(ｳ) 消費者Ｄの事案 

① 従業員Ｕが消費者Ｄの自宅を訪問して本件商品の購入を勧誘した 

際の状況は、以下のとおりである（令和２年３月１６日付けの反訳結

果報告書。この報告書によると、消費者Ｄは、８０歳代の女性で、従

業員Ｕの訪問に一人で対応し、その訪問時間は、約２時間３０分にも

及んだ。）。 

従業員Ｕは、平成３０年１２月、消費者Ｄの自宅を訪問し、電話

で取った訪問予約に基づいて訪問した旨を伝えて、来年のカレンダー

を渡したところ、消費者Ｄが「こんないいのもらっても、布団買うわ

かね。」、「買うわけにいかねえんだからね。」と述べたため、従業

員Ｕは、「いや、もう散々買っていただいていますから。（中略）ち

ょっと消毒だけやってくから。」と述べて、電気布団の清掃をした後、

本件商品（Ｉ布団とその専用カバー）の購入を勧誘した。その値段を

聞いた消費者Ｄが「そんなにするんだ。」、「それじゃ、とても買え

ねえや。しょうがねえ。」、「じゃあ、いいや。しょうがねえ。確か

にいいけど。しょうがねえ、そんなに高くちゃ買えねえから。」など

と述べて、本件商品の購入を断ったため、従業員Ｕは、割賦払いを提

案したが、消費者Ｄは、この提案に応じなかった。次に、従業員Ｕは、
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値引きを提案したが、消費者Ｄは、「しょうがねえよ。金がねえんだ

から。」、「引いてもらっても金もねえんだから、買ってもしょうが

ね。」、「せっかくだけど、結構だ。金なしなんだから。」などと述

べて、この提案にも応じなかった。従業員Ｕは、それでもなお勧誘を

継続したが、消費者Ｄは、「あの、布団は買わないことに決めたんだ

から。」、「結構です。」、「悪いけど。結構です。ありがとうござ

いました。」、「せっかくだけど、悪いけど。金が要ることが目に見

えてくるから、とてもじゃねえけど、そんな余裕がねえ。」などと述

べて、勧誘に応じなかった。 

そこで、従業員Ｕは、「２０００円とかでもできるから」と述べ

て、再度、割賦払いを提案し、代金の支払方法や支払時期について話

を進め、消費者Ｄとの間で本件商品の売買契約を締結した。しかし、

この間、消費者Ｄは、「あー絶対、布団は買わねえ、って決めたんだ

けど。」、「やだな。騙されねえで、絶対に買わねえで、布団は買わ

ねえ死ぬまで買わねえと思ってたのに。」などと述べて、本件商品を

購入することになったことについて後悔の念を示している。 

② 上記①によれば、従業員Ｕは、訪問時から布団を購入する意思が 

ないことを示していた消費者Ｄに対し、本件商品の購入を勧誘し、こ

れを断られると、割賦払いや値引きを提案して、執ようかつ強引に勧

誘を継続したことが認められる。このような勧誘は、客観的に見て、

相手方が迷惑を覚えるような方法での勧誘であることが明らかである。 

したがって、消費者Ｄへの本件商品の訪問販売において、従業員

Ｕによる迷惑勧誘行為があったと認められる。 

なお、審査請求人は、本件商品の品質等には肯定的であるものの、

値段が高いために購入に踏み切れないでいた消費者Ｄに対し、割賦払

いや値引きなどの紹介と説明をしたことは、許容される通常の営業活

動の範囲内のものであって、消費者Ｄの意思を無視して強引に話を進

めたわけではないし、訪問時間が長時間化したのは消費者Ｄからの話

を受けて対応したことによるから、従業員Ｕによる迷惑勧誘行為があ

ったとは認められないと主張する（上記第１の３の⑴のイの(ｳ)）。

しかし、消費者Ｄは、上記①のとおり、従業員Ｕが自宅を訪問した時

点から、布団を購入する意思のないことを明確に示していた。それに

もかかわらず、従業員Ｕは、消費者Ｄの意思を無視して、割賦払いや
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値引きなどを提案し、本件商品の売買契約の締結に至るまで執ように

勧誘を継続し、そのために訪問時間が長時間化したと認められる。し

たがって、 審査請求人の上記主張は、採用することができない。 

(ｴ) 消費者Ｅの事案 

① 従業員Ｔが消費者Ｅの自宅を訪問して本件商品の購入を勧誘した際

の状況は、以下のとおりである（令和２年２月１９日付けの反訳結

果報告書。この報告書によると、消費者Ｅは、８０歳代の女性で、

従業員Ｔの訪問に一人で対応し、その訪問時間は、約３時間１０分

にも及んだ。）。 

  従業員Ｔは、令和元年６月、消費者Ｅの自宅を訪問し、羽毛布団

（ダブルサイズ）の清掃をした後、羽毛が痛んで生地もカビている

と指摘して、羽毛布団をクリーニングに出すことを提案したが、消

費者Ｅは、「そんなお金もないんだよ。」、「先立つものがなくち

ゃ出来ない。」、「ダメだよ今。もう、本当金ないんだもん。」な

どと述べて、羽毛布団のクリーニングを断った。 

  そこで、従業員Ｔは、ダブルサイズをシングルサイズに打ち直せば、

値段が１０万円以上安くなるとして、羽毛布団の打ち直し（リフォ

ーム）を提案したが、消費者Ｅは、「ほんなら安い布団買った方が

早いじゃん。」と述べ、羽毛布団の打ち直しも断った。これに対し、

従業員Ｔは、「大丈夫だよお母さん。年金もらってるんだから。」

と述べたが、消費者Ｅは、「年金は生活費だよ。生きていけないっ

て言ってるじゃん。」と述べて、重ねて羽毛布団の打ち直しを断っ

た。 

すると、従業員Ｔは、割賦払いでの本件商品（羽毛布団）の購入

を提案した。この提案に対し、消費者Ｅが、「私ローン組むのが嫌

いなんだよ。」と述べたほか、割賦払いの場合には５万円くらい多

く支払うことになることについて難色を示すと、従業員Ｔは、１回

払いでの購入を提案して、値引きや無料のサービス等について話を

進め、消費者Ｅとの間で本件商品の売買契約を締結した。しかし、

この間、消費者Ｅは、「なんでここにきて高い支払しなきゃならな

いん。間違っちゃってる。」、「頭痛くなってきた。」、「■万、

■万って。倅なんかに言えないよ。」などと述べて、本件商品を購

入することになったことについて後悔の念を示している。 
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② 上記①によれば、従業員Ｔは、消費者Ｅに対し、まず、羽毛布団

のクリーニング、そして、羽毛布団の打ち直しを提案し、これらが

断られると、次に、割賦払いでの本件商品（羽毛布団）の購入を勧

誘し、これも断られると、１回払いでの本件商品の購入を勧誘する

とともに、値引きや無料のサービス等を提案して、執ようかつ強引

に勧誘を継続したことが認められる。このような勧誘は、客観的に

見て、相手方が迷惑を覚えるような方法での勧誘であることが明ら

かである。 

したがって、消費者Ｅへの本件商品の訪問販売において、従業員

Ｔによる迷惑勧誘行為があったと認められる。 

なお、審査請求人は、値段が高いことを理由として本件商品の購

入を拒否する発言をしていた消費者Ｅに対し、従業員Ｔが割賦払いや

値引きなどの話をしたとしても、直ちに迷惑勧誘行為であるとは断じ

ることはできないし、訪問時間が長時間化したのは消費者Ｅからの話

を受けて対応したことによるから、従業員Ｔによる迷惑勧誘行為があ

ったとは認められないと主張する（上記第１の３の⑴のイの(ｴ)）。

しかし、上記①の反訳結果報告書によれば、従業員Ｔは、消費者Ｅの

自宅を訪問中に上司と思われる者と電話で話をして、「自慢話をする

婆ちゃん。乗っかってますよ。(中略)最悪（中略）クリーニングとか

で終わる気がする。良くて（中略）羽毛のリフォームで入ればいいけ

ど。（中略）まあそれより寝具の契約をするってとこだけは。まずそ

こですから。そんな感じっす状況はじゃあ。もう一気でやってますよ。

断りが来ても関係ないって預かりますもん。ちゃんとやっときますか

ら。」（１時間２２分経過時点）、「いいや、通帳とか見れるような

婆ちゃんじゃないんです。なんかしっかりしてる婆ちゃんだから。

（中略）とりあえず通帳見れる空気じゃないです。」（２時間２０分

経過時点）などと述べているから、従業員Ｔの訪問目的は販売勧誘目

的であったことがうかがわれるし、また、審査請求人においては、本

件商品の販売のためには手段を選ばない営業活動をしていることもう

かがわれる。そうすると、従業員Ｔは、販売勧誘目的で消費者Ｅの自

宅を訪問して、本件商品の売買契約の締結に至るまで執ように勧誘を

継続し、そのために訪問時間が長時間化したものと認められる。した

がって、 審査請求人の上記主張は、採用することができない。 
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ウ 「訪問販売に係る取引の公正及び購入者の利益が害されるおそれ」に

ついて 

(ｱ) 審査請求人は、消費者Ａの事案における従業員Ｚ及び従業員ＹはＢ支

店の従業員、消費者Ｂの事案における従業員Ｘ及び従業員ＷはＣ支店の

従業員、消費者Ｃの事案における従業員ＶはD支店の従業員、消費者Ｄ

の事案における従業員ＵはＥ支店の従業員、消費者Ｅの事案における従

業員Ｔは本社の従業員であることを認めている（上記第１の３の⑴のア

及びイ）から、審査請求人においては、８支店（令和元年８月６日付け

の審査請求人の処分庁宛て報告書添付の「従業員の氏名・担当業務等一

覧」）のうち４支店において特定商取引法違反行為をしていたのみなら

ず、各支店の営業活動を指導すべき立場にある本社においても特定商取

引法違反行為をしていた。 

(ｲ) しかも、消費者Ａの事案においては、従業員Ｙが、消費者Ａの自宅を

訪問中に上司と思われる者と電話で話をして（消費者Ａの事案に係る反

訳結果報告書（４７分経過時点））、営業活動の進展具合を報告しつつ、

消費者Ａに対する勧誘のやり方について相談していることが認められる

し、消費者Ｅの事案においても、従業員Ｔが、消費者Ｅの自宅を訪問中

に上司と思われる者と３回にわたって電話で話をして（消費者Ｅの事案

に係る反訳結果報告書（４７分２０秒経過時点、１時間２１分４６秒経

過時点及び２時間１９分５５秒経過時点））、営業活動の進展具合を報

告しつつ、消費者Ｅに対する勧誘のやり方について相談していることが

認められるから、審査請求人においては、特定商取引法違反行為が組織

的に行われていたことがうかがわれる。 

(ｳ) また、審査請求人は、平成２４年１０月にＪ県から、平成２５年１１

月にはＫ県から、平成２６年２月にＬ県から、平成２８年１２月にＭ経

済産業局から、それぞれ特定商取引法を遵守するよう行政指導を受けて

おり、これらの行政指導の対象となった行為の中には、迷惑勧誘行為も

含まれていた（平成２４年１０月１０日付けのＮ課長の審査請求人宛て

書面「事業者事情聴取等の実施について」、平成２５年１０月２２日付

けのＯ課長の審査請求人宛て書面「営業活動に係る事業者調査及び指導

の実施について（通知）」、平成２６年４月７日付けの審査請求人のＰ

課長宛て書面「法令遵守の対策について」、平成２８年１２月１９日付

けのＱ経済産業局産業部長の審査請求人宛て書面「特定商取引に関する
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法律の遵守について」)にもかかわらず、審査請求人においては、平成

３０年９月（消費者Ｃの事案）以降、本件各違反行為が繰り返されてい

る。 

以上の事情を考え併せると、審査請求人には「訪問販売に係る取引の公

正及び購入者の利益が害されるおそれ」があったと認められる。 

なお、審査請求人は、過去に特定商取引法に係る行政指導を受けて提出

した業務改善報告書を踏まえて、法令遵守及び顧客保護のために、鋭意、

営業改善の努力を重ねているから、審査請求人に「訪問販売に係る取引の

公正及び購入者の利益が害されるおそれ」があったとはいえないと主張す

る（上記第１の３の⑴のウ）。しかし、その営業改善の努力が結実してい

ないことは、上記の行政指導を受けた後も、審査請求人の多くの営業所

（本社及び半数の支店）において本件各違反行為が繰り返されていること

から明らかである。したがって、審査請求人の上記主張は、採用すること

ができない。 

  ⑵ 本件弁明の機会について 

審査請求人は、本件弁明の機会に弁明書の提出期間として１０日間しか

認められなかったが、これは行政手続法３０条に規定する「相当な期間」

をおいたとはいえないから、同条に違反してされた本件処分は適正手続を

欠いたものであると主張する（上記第１の３の⑵）。 

そこで、本件弁明の機会における上記の弁明書の提出期間が行政手続法

３０条に規定する「相当な期間」といえるかについて検討するに、この

「相当の期間」とは、予定されている処分の内容・性質に照らして、その

名宛人となるべき者が防御の準備をするのに必要な期間をいうものと解さ

れる。 

これを本件についてみると、本件各違反行為に係る事例は、５事例であ

り、本件弁明の機会の付与の通知書においては、この５事例について、当

該行為のされた年月や当該行為をした従業員の所属営業所が具体的に特定

され、当該従業員と消費者とのやり取りの内容も具体的に記載されている。

そして、本件各違反行為をした各営業所の規模は、営業担当の従業員数が

多くて１０名程度であり（上記⑴のウの(ｱ)の「従業員の氏名・担当業務等

一覧」）、審査請求人においては、営業所ごとに従業員のした商談に関す

る情報（従業員ごとに営業の個人目標・結果を整理した情報）を一元的に

管理しているほか、当該商談の会話内容（従業員が訪問予約を取った際の
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電話での会話内容及び従業員が消費者の自宅を訪問して営業をした際の会

話内容）の録音データを保存している（本件各事案に係る各反訳結果報告

書）ことが認められる。そうすると、審査請求人が、本件弁明の機会の付

与の通知書の記載内容を踏まえて、本件各違法行為に係る事実を特定する

のに、長期間を要するものとは認められない。 

他方で、特定商取引法８条１項の規定に基づく業務停止命令及び特定商

取引法７条１項の規定に基づく指示は、違法な訪問販売を行い、消費者に

被害を及ぼす悪質な販売業者の営業活動を停止させて、消費者被害が拡大

することを防止するためのものであるから、本件処分は、緊急にする必要

があったということができる。 

以上の事情を考え併せると、本件弁明の機会における上記の弁明書の提

出期間が行政手続法３０条に規定する「相当な期間」でなかったとまでは

いえない。 

なお、審査請求人は、本件においては、同じ時期に、Ｆ知事がした処分

に係る５事例についても、同知事から弁明を求められたという特殊事情が

あったにもかかわらず、処分庁は、このような事情を一切無視して、弁明

書の提出期限を１０日間としたから、行政手続法３０条に規定する「相当

な期間」をおいたとはいえないと主張する（上記第１の３の⑵）。 

しかし、審査請求人は、令和元年７月２３日、その営業方法が特定商取

引法に違反するおそれがあるとして、処分庁から特定商取引法６６条１項

の規定に基づく立入検査を受け、本件各事案に係る商談の会話内容の録音

データを提出している（本件各事案に係る各反訳結果報告書、審査請求人

の代表取締役Ｒの供述調書）から、将来、特定商取引法に基づく処分を受

けるおそれがあることを予測することができたはずである。このことも踏

まえると、審査請求人の主張する特殊事情があったとしても、立入検査の

約１年後に通知された本件弁明の機会において、審査請求人が防御の準備

をするのに必要な期間が確保されていなかったとはいえない。 

したがって、審査請求人の上記主張は、採用することができない。    

⑶ 裁量権の濫用について 

審査請求人は、処分庁が審査請求人から弁明書（令和２年７月２０日付

け）の提出を受けて極めて短期間で本件処分（同月３０日付け）をしてい

るし、本件処分の通知書には審査請求人が弁明書に記載した内容が一切記

載されておらず、本件処分の通知書と本件弁明の機会の付与の通知書の内
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容が同一であるから、処分庁が弁明書の内容を全く考慮せずに機械的・形

式的に本件処分をしたことが明らかであるとして、本件指示は裁量権を濫

用した違法な処分であると主張する（上記第１の３の⑶）。 

しかし、行政手続法には、行政庁が不利益処分をするに当たり付与した

弁明の機会に提出された弁明書の記載内容を処分の通知書に記載しなけれ

ばならないとする規定は見当たらない。そして、処分の名宛人となるべき

者のした弁明の内容が理由のないものであるときは、行政庁としては、弁

明の機会の付与の際に示した「予定される不利益処分の内容」と同じ理由

により、同じ内容の不利益処分をすることにならざるを得ない。これを本

件についてみると、審査請求人が本件弁明の機会にした弁明の内容（令和

２年７月２０日付けの弁明書）は、本件審査請求における審査請求人の主

張（上記第１の３の⑴）とほぼ同じであり、この主張が理由のないもので

あることは、上記⑴において説示したとおりである。そうすると、本件処

分の通知書と本件弁明の機会の付与の通知書は、内容が同一にならざるを

得ないから、そのことをもって処分庁が弁明書の内容を全く考慮せずに機

械的・形式的に処分をしたなどということはできない。 

したがって、審査請求人の上記主張は、採用することができない。 

⑷ 小括 

上記⑴から⑶までで検討したところによれば、本件指示に違法又は不当

な点は認められないから、本件処分のうち本件指示の取消しを求める本件

審査請求は理由がない。 

４ まとめ 

以上によれば、本件審査請求のうち本件指示の取消しを求める部分は理由

がないから棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は、妥当である。 

よって、結論記載のとおり答申する。 

 

行政不服審査会 第１部会 

委   員   原           優 

委   員   野 口   貴 公 美 

委   員   村   田   珠   美 
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